
　

特１２

県立弘前第二養護学校

視覚 ・ 聴覚 ・ 知的 ・ 肢体 ・ 病弱

令和５年１２月　８日（金）

令和６年　２月１９日（月）
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3 （9）-ウ　学校関係者評価実施に向けた取組について

4

番号 （6）具体的方策 （7）具体的方策による目標の達成状況
（8）目標
の達成度

1

① 児童生徒が生き生きと活動
するために、個別の指導計画
等の整備を進めるとともに、
日々の授業の充実や改善に努
める。
②児童生徒一人一人の障害の
状況等実態を把握し、課題に
即した自立活動の指導の充実
に努める。
③タブレット端末やスイッチ
等ＩＣＴ機器及び視覚的教材
など意欲的に学ぶための教育
機器をはじめとする教材教具
の工夫や整備に努める。

①保護者の願いを反映させた個別の教育
支援計画、個別の指導計画を作成し、保
護者間、教員間、関係機関間で共通理解
を図りながら、指導・支援に当たった。
②校内研究のテーマとして、自立活動を
中心とした教育課程の編成について取り
上げ、自立活動実態把握表の作成などを
通して、エビデンスに基づいた系統性の
ある指導ができるよう全職員で取り組ん
だ。
③県教育委員会ＩＣＴ事業の授業実践強
化校の指定を受け、外部講師による校内
研修会の開催及び先進校視察により、教
職員の授業におけるＩＣＴ機器活用を促
進した。

Ｂ

①個別の指導計画及び個別の教育支
援計画の様式について、児童生徒の
指導や支援の改善につながるように
見直しを図る。
②自立活動の授業実践に重点を置い
た校内研究を行うことにより、教職
員一人一人の特別支援教育の専門性
を高め、授業力向上を図る。
③ＩＣＴ機器を授業の場面で十分に
活用できるよう、校内研修等を通し
て教員の専門性と指導力向上に継続
して取り組む。

2

①児童生徒一人一人の実態に
応じた食環境の整備や安全で
楽しい給食指導の実施に努め
る。
②児童生徒一人一人の実態に
応じた安全で適切な医療的ケ
アの実施に努める。
③施設設備の日常的な安全管
理や計画的な整備、災害時等
の安全対策の整備・充実に努
める。

①児童生徒の実態の変化に対応するた
め、水分補給の内容や食形態の変更等を
臨機応変に行った。
②医療的ケアに係る定例ミーティングを
毎月行うとともに、児童生徒の体調が急
変するなどの緊急時に全校で対応できる
よう、新たに緊急時対応訓練を実施し
た。
③冬期間の災害発生に備えて、降雪のあ
る１月に教職員で避難方法を確認すると
ともに、避難訓練を実施した。

Ａ

①給食時の誤嚥などが発生しないよ
う、教職員を対象として校内研修会
を実施し、安全に対する意識及び摂
食のスキルを高める。
②体調の急変時に適切に学校全体で
対応できるよう、全校体制で緊急時
対応訓練を継続して実施する。
③隣接するさわらび療育福祉セン
ターや近隣施設等との連携を深め、
災害発生時の協力体制を整える。

3

①近隣の学校、施設とスポー
ツ等を共に行う活動や校外に
おける行事の充実に努める。
②学校公開や作品展の実施等
を通して、地域に開かれた学
校として理解・啓発に努め
る。
③「キャリア教育全体計画」
に基づく小・中・高一貫した
キャリア教育の充実に努め
る。

①居住地校交流や船沢小・中学校との交
流、弘前第一養護学校高等部との作業交
流等を可能な限り集合形式で実施した。
②弘前第一養護学校との合同作品展を実
施するとともに、学校だよりを周辺の二
町内会に回覧し、地域の方々に本校につ
いて知ってもらう機会とした。
③県のキャリアパスポートの様式に加
え、Ｃ類型の児童生徒用に本校様式を作
成し、発達段階や生活年齢に応じたキャ
リア教育の実践に努めた。

Ｂ

①学校運営協議会を活用し、保護
者、地域住民、近隣施設や学校等と
の連携方法を検討するとともに、交
流及び共同学習の充実を図る。
②今年度実施した学校公開を継続
し、より多くの関係者に学校につい
て知ってもらえるよう、周知方法の
工夫を図る。また、外部からの作品
募集について、グループウエア等に
より校内で周知及び出展の呼びかけ
を積極的に行う。
③児童生徒の障害の状態に応じて、
一人一人がキャリアパスポートの有
効活用ができるよう、担当部署で検
討を行う。

4

①計画的な校内研究及び校内
外の研修等を通して、教員の
専門性の向上に努める。
②「そだちとまなびの支援セ
ンター」と連携し、特別な支
援を必要とする未就学児等の
教育相談の充実に努める。
③教育・福祉・医療・労働等
の関係機関と連携し、特別支
援教育に係る情報の提供や支
援の充実に努める。

①作業療法士や言語聴覚士を講師に招
き、姿勢、身体の動きや摂食指導につい
ての研修会を実施するとともに、県外出
張による摂食指導の実技研修などに職員
を派遣した。
②弘前市教育支援委員会に加え、今年度
から藤崎町教育支援委員会の専門員を委
嘱され、教職員が就学に関わる相談に対
応している。
③地域の小中学校に本校の教職員が出向
いて、児童生徒を対象に出前授業を行っ
たり、療育施設等を訪問し、情報収集や
指導のアドバイスなどを行ったりした。
また、県作業療法士会と連携し、事例検
討会等を実施した。

Ｂ

①県作業療法士会の協力の下、肢体
不自由教育に関する実践的な研修を
実施し、教職員の専門性向上を図
る。また、教職員が授業づくりの面
での悩み等について、学校全体で互
いにサポートし合える「授業サポー
トシステム」の活用を推進する。
②③地域の肢体不自由のある幼児児
童生徒及びその保護者、教職員等の
相談に対応できるよう、療育施設や
肢体不自由学級とのネットワークの
強化を図る。

学校運営協議会委員９名
・保護者１名
・地域住民１名
・地域の学校職員２名
・関係福祉施設職員４名
・有識者１名

もてる力を発揮し、まわりの世界に自分からかかわり、元気で明るくたくましく生きていこうとする人を育てる。

個に応じた教育活動の充実

安全で安心な教育環境の確保

（様式１）

学 校 名

自己評価実施日

学校関係者評価実施日

（2）現状と課題

令和５年度　学校評価結果報告書（特別支援学校用）

学校整理番号

　児童生徒の多くが重度重複障害のため、一人一人の障害の実態に応じた、適切な指導・支援、授業の充実に重点をおいて
いる。また、安全で確実な医療的ケアの実施をはじめ、児童生徒の健康と安全の確保に努めている。地域や関係施設等との
連携をより一層深め、児童生徒の自立と社会参加を促進していくことが課題である。

（1）学校教育目標

（11）総括

　新型コロナウイルス感染症が第５類となったことに伴い、校外での行事や学習活動、交流及び共同学習などをコロナ禍前と同程度のレベルで実施するよう努めた。地域の資
源や多くの人々と触れあいながら学習することで、充実した学びを得ることができた。学校と地域との連携の面では、今年度から始まった学校運営協議会を通して様々な立場
の委員から協力的なご提言を得ることができ、地域とのさらなる連携に向け明るい見通しをもつことができた。
　一方で、教職員の学校評価から教材研究の時間確保の面が引き続き課題であることが明らかになった。学校全体で充実した授業が行えるよう、会議の時間短縮など働き方改
革を進め、教職員の授業準備を行う時間の確保が課題である。

③特別支援学校のセンター的機能
に期待をしている。弘前市内だけ
でなく、全国的に思春期発達外来
の数が足りていない。受診は半年
から１年待ちとなっている。弘前
市教委に依頼しても、知能検査や
発達検査を行ってもらえない。早
期に適切な支援をすることが課題
である。特別支援学校で検査を
行ってもらえたらありがたい。

（9）-ア　学校関係者からの意見・
要望・評価等

自　　　己　　　評　　　価 学校関係者評価

センター的機能の充実

（10）次年度への課題と改善策

①学習支援や校務支援で弘前大学
の大学院を活用できるのではない
か。
①これまで新型コロナウイルス感
染症の影響で実施できなかった学
習や行事等を復活させて行ってい
ただきたい。
③授業を参観して、ＩＣＴ機器の
充実がめざましいと感じた。

③大規模災害時の対応は、それぞ
れの施設のみで対応することは困
難な面もあるため、地域との連携
することが必要である。
③事業所では、今年度中にＢＣＰ
計画を策定し、災害に応じた対策
を具体的に示すことになってい
る。それぞれが計画を策定するの
ではなく、すり合わせが必要であ
る。

①中学校では、交流及び共同学習
を通して、生徒が障害を他人事で
はなく自分事として考えるように
なった。今後は交流及び共同学習
の後に職場体験実習を計画し、弘
二養も実習先の候補にしたい。
②肢体不自由の子どもたちは、学
校の中では生き生きとしている。
地域の中でも同じように、普通に
暮らしていけるよう、学校がア
ピールして社会に伝えていくべき
である。

個に応じた教育活動の充実

対象障害種別

（5）評価項目

（4）結果の公表

安全で安心な教育環境の確
保

児童生徒一人一人の自立と
社会参加の促進

児童生徒一人一人の自立と社会参加の促進
（3）重点目標

センター的機能の充実

保護者　アンケート結果と改善策を参観日全体会で報告
地域等　学校ホームページに掲載
教職員　アンケート結果と改善策を職員会議で共有


